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［農業経営部門］ 

１．組合員を対象とした集落営農による経営的効果の試算方法 
 
［要約］ 

集落営農の組合員へのアンケート調査と役員への聞き取り調査を基に、集落営農によ

る組合員への経営的効果を簡易に試算する方法を明らかにした。 
 

［担当］ 経営研究室 

［連絡先］電話 086-955-0275（作物・経営研究室）  
［分類］ 情報 
-------------------------------------------------------------------------------- 

［背景・ねらい］ 
集落営農によって組合員は、農地の維持や労働時間の短縮等を実感しているが、農業所

得への影響はあまり把握していない。そこで、組合員が集落営農への関心を高められるよ

うに、組合員が集落営農に参加する経営的効果を簡易に試算する方法を明らかにする。 
 
［成果の内容・特徴］ 

１．水稲作付面積や集落営農への委託面積、参加前に使用していた機械に関する組合員へ

のアンケート調査、集落営農の運営実績に関する役員への聞き取り調査、及び労働時間、

経営収支の統計値を基に、図１の方法で集落営農参加後の労働時間や経営収支を計算し、

集落営農の経営的効果（図１－a、１－b）を試算できる。 
前提条件は次のとおりである。 

（１）経営費と労働時間は、農林水産省農林水産統計「米と麦の生産費」の中国地方の規

模別（0.5ha 未満、0.5～1.0ha、1.0～3.0ha、3.0ha 以上）直近値を用いる。ただし、荷
造・包装費、運賃については、岡山県農林水産部「平成 17 年度農業経営指導指標」を
使用する。 

（２）集落営農参加後の組合員の水稲作付面積（A）と集落営農に利用権設定している面
積（B）の和は、参加前の組合員の水稲作付面積（Z）に等しいと仮定する。 

（３）集落営農に利用権設定や作業委託することでトラクター、田植機、コンバインを所

有する必要がない場合は、参加前に所有していた機械の減価償却費（f、g、h）を用い
て統計の農機具費（U）を按分し、所有する必要がある機械だけの農機具費（j）を算
出する。また、これら３機械とも所有する必要がない場合は、建物費（i）もかからな
いこととする。 

 
［成果の活用面・留意点］ 
１．図１は集落営農全体の経営的効果も試算できるよう作成している。このため、１人の

組合員の経営的効果を試算する場合は、図１の３の回答者数（Y）を１、機械を所有す
る組合員の人数（a、b、c、d、e）を所有する場合は１、しない場合は０とする。 

２．この方法では、実際の組合員の労働時間や経営収支を使用すれば、より実態に即した

経営的効果を算出することができる。 
３．集落営農による経営的効果は、労働時間と経営収支を合わせて評価する必要がある。 
４．参加後、数年ごとに試算することで組合員の集落営農への関心を持続させられる。 
５．組合員が個別に行う転作や休耕の経営的効果は試算から除外している。 
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５．経営効果の試算方法
試算方法

集落営農参加前 O+P+Q+R
集落営農参加後 (ア)+(イ)
集落営農参加前 S-（T+U+V+W+X)
集落家農参加後 (ウ)-(エ)

項目

労働時間(hr/10a)

経営収支(円/10a）
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図1-a 集落営農参加による10a当たりの
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図1-b 集落営農参加による10a当たりの

経営収支の変化

グラフは集落営農の経営的効果の試算例。

z

z

　 １．調査項目

組合員へのアンケート調査 役員への聞き取り調査

集落営農参加前の水稲作付面積(10a) Z 配当金(円) G
A 賃金(円/hr) H
B 地代(円/10a) I

耕耘・代掻き C 耕耘・代掻き J
移植 D 移植 K
収穫 E 収穫 L

所有機械性能z F 追加出資金(円) M
組合員別の出役時間（ｈｒ） N

z
参加前に使用していたトラクター（PSと2駆・４駆別）、田植機（条数と歩行・乗

 用別）、コンバイン（条数とグレンタンクの有無）を調査する。ただし、集落営農

 参加後に更新した場合は更新後の機械を調査する。

水稲部分作業委託面積(10a) 水稲部分作業受託料金(円/10a)

参加後の水稲作付面積

利用権設定・全作業委託面積

試算方法

耕耘・代掻き O×(A-C)/Z

移植 P×(A-D)/Z
収穫 Q×(A-E)/Z
その他作業時間 R×A/Z

N/Z (イ)

売上 S×A/Z
配当金 G/Z

賃金 N×H/Z
地代 I×B/Z
建物費 i T×(1-(a+e)/Y）

農機具費 j U×(1-(b×f+c×g+d×h)/(Y×(f+g+h))

修繕費y V×（i×0.01×+j×0.04）/(T×0.01+U×0.0４)
その他固定費 W

(C×J+D×K+E×L)/Z
その他変動費 X×A/Z
追加出資金 M/Z

　z集落営農参加後の労働時間や経営収支を、参加前の水稲作付面積10a当たりに換算。

　
y
農業経営指導指標に準じて、建物費に0.01、農機具費に0.04を乗じた値を基に算出。

経

営
収
支

収入
(円/10a)

(ウ)

支出

(円/10a) (エ)

集落営農への賃貸料・料金

　４．集落営農参加後の10a当たり労働時間と経営収支の試算方法z

項目

労
働
時

間

個別稲作の
労働時間
（hr/10a）

(ア)

集落営農従事時間(hr/10a)

３．経営収支を試算するために用いる項目とその算出方法

経営収支を算出するために用いる項目 算出方法

回答者数(人) Y
集落営農参加前の水稲作付面積(経営規模）(10a) Z A+B
全面積を利用権設定・全作業委託している組合員数(人) a A=0の組合員数

トラクターを所有する必要がない組合員数(人) b A=Cの組合員数

田植機を所有する必要がない組合員数(人) c A=Dの組合員数

コンバインを所有する必要がない組合員数(人) d A=Eの組合員数

上記３機種とも所有する必要がない組合員数(人) e A=C=D=Eの組合員数

組合員の参加前の所有トラクターの減価償却費(円) f
組合員の参加前の所有田植機の減価償却費(円) g
組合員の参加前の所有コンバインの減価償却費(円) h

　Fと機械便覧から性能に応
　じた機械の希望小売価格

　を基に減価償却費を算出

 ２．使用する統計の項目

①労働時間(hr/10a) ②経営収支(円/10a)

耕耘・代掻き
z O 売上

x S

移植z P 建物費z T

収穫z Q 農機具費z U

その他作業時間y R 修繕費z V

その他固定費w W

その他変動費v X
z農林水産省「米と麦の生産費」の中国地方の値。
y農林水産省「米と麦の生産費」の中国地方の育苗、基肥、直播、追肥、

 除草、防除、管理、乾燥、生産管理にかかる労働時間の合計。

x地域の主要品種の単収に販売単価を乗じて算出。
w農林水産省「米と麦の生産費」の中国地方の水利費、物件税及び公課諸

 負担、生産管理費の合計。

v農林水産省「米と麦の生産費」の中国地方の種苗費、肥料費、農薬費、

 光熱水費、諸材料費、 賃貸料及び料金、雇人費、地代、支払利子と、

 岡山県農林水産部「農業経営指導指標」の荷造・包装費、販売手数料、

 運賃の合計。

 

［具体的データ］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 組合員が集落営農に参加する経営的効果の試算方法 

［その他］ 

研究課題名：集落営農の類型化と育成手法の解明 

予算区分：県単 

研究期間：2008～2010 年度 
研究担当者：橋新耕三 


